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第 1 章 SNS の政治利用 
1.1 SNS の世界的な普及、日本の利用状況 
2016 年における全世界のソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下、
SNS）の利用者数は、インターネットの利用者数の約 37.7 億人に対し、約 27.9
億人（インターネット利用者の 74％）にものぼり、2015 年と比較すると 21％






して 23.2％が SNS を利用しているとし、内、サービス業が 32.4％、金融・保
険業が 30.5％、卸売・小売業が 25.5％、建設業が 20.4％、運輸業が 14％、製
造業が 13.1％であるとしている。なお、従業者規模別に置き換えると、2,000
以上の企業が 47.8％、1,000 から 1,999 人が 36.8％、500 から 999 人が 27.5％、
300 から 499 人が 25.1％、100 から 299 人が 20.3％とし、従業者数が多いほ
ど、SNS を利用している傾向が高い結果となった 3)。 
次に、ビジネスにおける担当者の SNS の利用調査（n=170）では、実際に SNS
を利用しているが 63％、今後取り組みたいが 35％、今後も活用の予定はないが
2％となり、SNS の利用に対して 98％がポジティブな回答となった（経済産業
省、2015、37 頁）。また、総務省（2015）の平成 27 年通信利用動向調査報告
書（企業編）は SNS の利用目的も調査している。その結果、商品の紹介・宣伝








































































ングが利用されたといわれているのが、小泉元首相（2001 年 4 月から 2006 年






















の指向性には、以下の 3 つがある。①Product-oriented Party（POP：訳、商
品指向の政党）。②Sales-oriented Party（SOP：訳、販売指向の政党）。③








































研究の 3つからなる 5)。まず、新しい政治マーケティングとして、Ayakoy, Cullen, 




















高い相関関係（r ＝.98）を明らかにしている。②Willams and Gulati（2008）
は、フェイスブックを使用したことで、若者の投票率が 2004 年と比べて 2008















内 200 ドル以下の少額献金者は 52％であったとされている。個人からの小口
献金を SNS で集金できた結果としている。⑤mediaQuant（2016）は、デジ
タルメディアなかでもアーンドメディア（SNS 含む）における候補者の露出を






















第 2章 第20回東京都議会議員選挙候補者のデジタルメディアの利用状況調査 
2.1 第 20 回東京都議会議員選挙概要 
第 20 回東京都議会議員選挙（以下、都議会選挙：定数 127 に対して候補者
数 259 人）は、2017 年（平成 29 年）7 月 22 日任期満了、6 月 23 日公示、7
月 2 日に投開票された。選挙当日の有権者数が 11,266,521 人に対して、投票
者数は 5,593,631 人（投票率 51.28％）となった。前回の 2013 年（平成 25 年）
6月23日の選挙（定数127に対して候補者数は253人）の有権者数が10,589,228







選挙前の議席数は、自民 57、公明 22、共産 17、民進 7、都民 6、その他 17 で
あった。選挙前は自民が第一党であり、提携関係のあった公明党を含めると過
半数を大きく超え、79 議席（全体の 62％）を占めていた。 
今回の都議会選挙には 259 人が立候補（内、女性は 65 人で全体の 25％）し、
党派別で見ると自民 60、都民 50、共産 37、公明 23、民進 23、維新 4、無所属
40（内、都民推薦 11、共産推薦 4）、諸派 22 であった。選挙の結果、当選した
127 名の内、36 名が女性を占めた（全体の 28％）。前回行われた選挙と比較する
と、女性議員は 11 人増えた。当選した党派別で見ると、都民は 49 人が当選し、
推薦した無所属候補者 6 人を追加公認し、計 55 議席を獲得した。また、選挙協
力をした公明も 23 人全員が当選を果たした。一方、自民党は 60 人中、23 人の
み当選し、過去最低の議席数となった。なお、他の政党の獲得議席数は、共産






ず、調査日は、投票日が 7 月 2 日（日曜日）のため、当選結果が明らかになる




表 2：立候補者 259 名のデジタルメディア利用状況表 
 HP Fb TW Blog YouTube LINE Instagram Google+ 
n 231 200 191 99 95 27 16 4 
利用率 89.2 77.2 73.8 38.2 36.7 10.4 6.2 1.5 
 
















図 3：入江のぶこ氏（都民ファーストの会）の SNS プラグイン画面 
https://tomin1minato.tokyo/（2017 年 7 月 19 日閲覧） 
 












































































































































バマ前大統領は、2008 年 10 月末において、SNS から小口献金で 7 億ドル以上
を獲得している（前嶋，2010）。 
2・3番目に利用が多かったのはフェイスブックとツイッターであった（表 1）。
いずれも全体の 7 割以上が利用していた。なお、佐藤・平野（2013）は 2013
年 7 月の参議院選挙におけるソーシャルメディアの利用者状況を調べている。







数は 755 となっていた 8)。 
 
表 3：ツイッターのフォロワー数、フェイスブックのいいね・フォロワー数の平均、SD 等 
項目 ツイッター フェイスブック 
平均値 1,481.9 755.5 
最小値 6 5 
最大値 30,466 5,000 
標準偏差 3,827.7 837.7 






































4・5 番目に利用が多かったのは、ブログと YouTube であった。まず、ブロ
グを活用している候補者の平均年齢は、48.7 歳（最小：26 歳、最大：68 歳）
であった。年齢が若い候補者だけではなく、年齢が高い者も利用していた。ブ
ログは HP にリンクが貼られ、HP 内にあるブログのページ、または外部の専
用のブログサイトに誘導されていた。日々の活動や活動実績などが報告されて
いる。次に YouTube は選挙演説や議会での活動を撮影し、HP に YouTube の
リンクを貼り、動画が見られるようにしている。YouTube を活用している候補













の平均年齢は、47.7 歳（最小：27 歳、最大：68 歳）であった。最後に、グー
グルプラスを活用している候補者の平均年齢は、44.8 歳（最小：41 歳、最大：
53 歳）であった。いずれも年齢が若い候補者だけではなく、年齢が高い者も利







権者である 20 代は 26.7％（約 1,800 万人）、30 代は 17.8％（約 1,210 万人）、
40 代は 11.6％（約 789 万人）、50 代以上は 25.3％（1,720 万人）が利用してい
ると公表している。また、インスタグラムは 1,600 万人のユーザ数を保有して
いる（Social Media Lab, 2017）。年代別の利用者数は、20 代は 25.5％（約 325
万人）、30 代は 23％（約 354 万人）、40 代は 12.5％（約 234 万人）、50 代以上
は約 12％（約 200 万人）とされている。最後に、グーグルプラスのユーザ数
は、約 1,500 万人とされている 9)。また、Social Media Lab（2013）によると、
グーグルプラスの年代別の利用者数は、20 代は 15.5％（約 197 万人）、30 代
は 16.5％（約 254 万人）、40 代は 14.5％（約 272 万人）、50 代以上は約 29.5％






























































帰無仮説 H0＝HP の利用は、当選結果に影響を与えない  
対立仮説 H1＝HP の利用は、当選結果に影響を与える 
仮説 3-2：HP（説明変数）の利用は、得票数（目的変数）に肯定的な影響を
与える 
帰無仮説 H0＝HP の利用は、得票数に影響を与えない  
対立仮説 H1＝HP の利用は、得票数に影響を与える 
仮説 4-1：ブログ（説明変数）の利用は、当選結果（目的変数）に肯定的な
影響を与える 









帰無仮説 H0＝YouTube の利用は、当選結果に影響を与えない  
対立仮説 H1＝YouTube の利用は、当選結果に影響を与える 
仮説 5-2：YouTube（説明変数）の利用は、得票数（目的変数）に肯定的な
影響を与える 
帰無仮説 H0＝YouTube の利用は、得票数に影響を与えない  
対立仮説 H1＝YouTube の利用は、得票数に影響を与える 
仮説 6-1：LINE（説明変数）の利用は、当選結果（目的変数）に肯定的な影
響を与える 
帰無仮説 H0＝LINE の利用は、当選結果に影響を与えない  
対立仮説 H1＝LINE の利用は、当選結果に影響を与える 
仮説 6-2：LINE（説明変数）の利用は、得票数（目的変数）に肯定的な影響
を与える 
帰無仮説 H0＝LINE の利用は、得票数に影響を与えない  
対立仮説 H1＝LINE の利用は、得票数に影響を与える 
仮説 7-1：Instagram（説明変数）の利用は、当選結果（目的変数）に肯定
的な影響を与える 
帰無仮説 H0＝Instagram の利用は、当選結果に影響を与えない  
対立仮説 H1＝Instagram の利用は、当選結果に影響を与える 
仮説 7-2：Instagram（説明変数）の利用は、得票数（目的変数）に肯定的
な影響を与える 
帰無仮説 H0＝Instagram の利用は、得票数に影響を与えない  

























社の SPSS Statistics24 を使用した。 
 




の結果、以下 2 点が明らかになった。①当選者全体の SNS の利用率は、ツイッ







産、都民、公明が 80％台、自民が 70％台、無所属が 60％台の順となった 11)。
これらの結果、当選者の多くが 2 つのソーシャルメディアを利用するのはもは
や一般的であるということが分かる。日本においてもツイッターの MAU は




=-.016, n.s.）。フェイスブックも有意差が見られなかった（t（227）=-1.137, n.s.）。 
 
表 4：当選者のツイッター、フェイスブック利用状況 





都民 49 39 79.59% 45 91.84% 
自民 23 15 65.22% 20 86.96% 
公明 23 15 65.22% 23 100% 
共産 19 18 94.74% 15 78.95% 
民進 5 5 100% 5 100% 
維新 1 1 100% 1 100% 
社民 0 - - - - 
生活 1 0 0% 0 0% 
無所属 6 3 50% 5 83.33% 
諸派 0 - - - - 
合計 127 96 75.59％ 114 89.76％ 
 
次に、当選者が利用したデジタルメディアである HP、ブログ、YouTube の利





見ると、最も多いのが維新で 100％であり、次いで共産で 63％と公明が 47％で
あった。これら以外は平均利用率の 43％を下回っていた。③政党別の YouTube
の利用状況を見ると、維新・生活が 100％であり、次いで公明が 86％、共産が 68％、
無所属が 67％、民進が 60％であった。これら以外は平均利用率の 47％を下回っ
ていた。なお、候補者の中で現職議員であった者は議会で質問をしている様子の
動画をサイトに配置しているケースが多いため、当選を果たした新人議員と現職
議員を比較したところ、現職議員は 42 名（33％）、新人議員は 18 名（14％）で
あった。議員としての活動期間が長いほど、YouTube の動画を保有していること
につながりやすい傾向が分かった。なお、HP、ブログ、YouTube の違いによっ
て当選と落選に差があるかについて t 検定をおこなった。まず、HP は有意差が見
られた（t（209.432）=-3.172, p <.01)。ブログは有意差が見られなかった（t（254.995）
=-1.652, n.s.）。YouTube は有意差が見られた（t（250.5）=-3.521, p <.01)。 
 














都民 49 45 91.84% 20 40.82% 11 22.45% 
自民 23 23 100% 7 30.43% 7 30.43% 
公明 23 23 100% 11 47.83% 20 86.96% 
共産 19 19 100% 12 63.16% 13 68.42% 
民進 5 4 80% 2 40% 3 60% 
維新 1 1 100% 1 100% 1 100% 
社民 0 - - - - - - 
生活 1 1 100% 0 0% 1 100% 
無所属 6 6 100% 2 33.33% 4 66.67% 
諸派 0 - - - - - - 




Google＋をまとめた（表 6）。その結果、以下の 4 点が明らかになった。①3 つ
の中で最も利用されていたのは LINE で約 19％であった。次いで、Instagram
が 6％、そして Google＋が 0％の順に多かった。②政党別の LINE の利用状況





LINE、Instagram の違いによって当選と落選に差があるかについて t 検定を
おこなった。まず、LINE は有意差が見られた（t（148.736）=-4.911, p <.01)。
Instagram は有意差が見られなかった（t（257）=-.079, n.s.）。 
 
表 6：当選者の LINE、Instagram、Google+利用状況 













都民 49 5 10.2% 1 2.04% 0 0% 
自民 23 0 0% 3 13.04% 0 0% 
公明 23 19 82.6% 1 4.35% 0 0% 
共産 19 0 0 % 0 0% 0 0% 
民進 5 1 20% 2 40% 0 0% 
維新 1 0 0% 0 0% 0 0% 
社民 0 - - - - - - 
生活 1 0 0% 0 0 0 0% 
無所属 6 0 0% 1 16.67% 0 0% 
諸派 0 - - - - - - 


































仮説 3-1 HP の利用が当選結果へ影響を与えるかについて検証した。分析の
156 
結果、HP の利用は当選結果へ影響を与えるについて、仮説が支持された。説
明変数の HP はβ=.192（p <.01）となり、説明変数よって小程度の影響を与え
ることを示している。R2=.037、adjR2=.033（p =.002）となり、回帰式は y = .31 
×（HP）+ .214、p =.002 となり回帰式による有意性を確認できた。これらに
より帰無仮説である HP の利用は、当選結果へ影響を与えないが棄却され、対
立仮説である HP の利用は、当選結果へ影響を与えるが支持された。 
仮説 3-2 HP の利用が得票数へ影響を与えるかについて検証した。分析の結果、
HP の利用は得票数へ影響を与えるについて、仮説が支持された。説明変数の
HP はβ= .276（p <.01）となり、説明変数よって小程度の影響を与えることを
示している。R2=.076、adjR2=.072 （p =.000）となり、回帰式は y = 12157.298 
×（HP）+ 10754.036、p =.000 となり回帰式による有意性を確認できた。これ
らにより帰無仮説である HP の利用は、得票数へ影響を与えないが棄却され、














仮説 5-1 YouTube の利用が当選結果へ影響を与えるかについて検証した。分
析の結果、YouTube の利用は当選結果へ影響を与えるについて、仮説が支持さ








仮説 5-2 YouTube の利用が得票数へ影響を与えるかについて検証した。分析
の結果、YouTube の利用は得票数へ影響を与えるについて、仮説が支持された。
説明変数の YouTube はβ= .136（p <.05）となり、説明変数よって小程度の影
響を与えることを示している。R2=.019、adjR2=.015（p <.05）となり、回帰




仮説 6-1 LINE の利用が当選結果へ影響を与えるかについて検証した。分析
の結果、LINE の利用は当選結果へ影響を与えるについて、仮説が支持された。
説明変数の LINE の利用はβ= .297（p <.01）となり、説明変数よって小程度
の影響を与えることを示している。R2=.088、adjR2=.085（p <.01）となり、




仮説 6-2 LINE の利用が得票数へ影響を与えるかについて検証した。分析の
結果、LINE の利用は得票数へ影響を与えるについて、仮説が支持された。説
明変数の LINE の利用はβ= .225（p <.01）となり、説明変数よって小程度の
影響を与えることを示している。R2=.051、adjR2=.047（p <.01）となり、回





































  当選結果   得票数 
  β   β 
ツイッター .001     .062   
フェイスブック .075     .114   
HP .192 ＊＊   .276 ＊＊ 
ブログ .103     .085   
YouTube .215 ＊＊   .136 ＊ 
LINE .297 ＊＊   .225 ＊＊ 
Instagram .005     -.058   
所属政党 -.515 ＊＊   -.667 ＊＊ 
＊p <.05, ＊＊p <.01,     
 
第 5 章 まとめ・今後の展望 
5.1 まとめ 

























































図 7：長橋けい一氏の 2017 年 6 月 28 日 LINE 投稿画面 
 
 
図 8：けいの信一氏の 2017 年 6 月 30 日 Instagram 投稿画面 
https://www.instagram.com/p/BV8xuaQhYYR/?taken-by=keino_shinichi 











表 8：当選者・落選者別の平均値と SD および t 検定の結果 まとめ 
  落選者  当選者 
t 
  平均 SD  平均 SD 
ツイッター 1477.26 4139.63  1486.42 3513.79 0.016   
フェイスブック 595.66 849.47  719.18 794.96 1.137   
HP 0.83 0.374  0.95 0.213 -3.172 ＊＊ 
ブログ 0.33 0.473  0.43 0.497 -1.652   
YouTube 0.27 0.443  0.47 0.501 -3.521 ＊＊ 
LINE 0.02 0.123  0.2 0.399 -4.991 ＊＊ 
Instagram 0.06 0.021  0.06 0.022 -0.079   






















































































24.4％（2016 年は 22.5％）、候補者・政党のホームページが 13.3％（同 7.2％）、







イト：男性 28.5％、女性 20.3％。候補者・政党のホームページ：男性 17.2％、
女性 9.5％。候補者のツイッタ ・ーフェイスブック・ライン等の SNS：男性 6.3％、
女性 4％）。加えて、年代ごとに分類してみると、18 歳と 20 代が最も利用し、
ニュースサイトなどは 30 代や 40 代を中心に利用しているが、ホームページや
SNS は 18 歳と 20 第が最も利用していることが分かった（ニュースサイトや
選挙情報サイト：30 代 39.4％、40 代 33％、20 代 30.6％、50 代 29.9％、60
代 24.6％、18 歳 23.1％。候補者・政党のホームページ：18 歳 30.8％、20 代
22.2％、40 代 21％、30 代 20.4％。候補者のツイッター・フェイスブック・ラ
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